
都市圏のコミュニティの現状と課題

資料２





三大都市圏の高齢者数の将来推計

（国土のグランドデザイン２０５０（国土交通省）より抜粋）

〇東京圏は、高齢者（６５歳以上）が、２０５０年には、約４２０万人増加（対２０１０年比）。
〇大阪圏は、高齢者（６５歳以上）が、２０５０年には、約１３０万人増加（対２０１０年比）。
〇名古屋圏は、高齢者（６５歳以上）が、２０５０年には、約８０万人増加（対２０１０年比）。

出典：第31次地方制度調査会第17回専門小委員会（平成27年5月27日）配付資料
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出典：厚生労働省資料
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東京都における将来人口推計①

出典；第４回東京の自治のあり方研究会

出典：第31次地方制度調査会第17回専門小委員会（平成27年5月27日）配付資料

3

008480
長方形



東京都における将来人口推計②

出典；第４回東京の自治のあり方研究会
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東京都における将来人口推計③

出典；第４回東京の自治のあり方研究会

5



東京都における将来人口推計④

出典；第４回東京の自治のあり方研究会
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東京都における将来人口推計⑤

出典；第４回東京の自治のあり方研究会
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都市部のコミュニティの現状と課題

１．地域の関係の希薄化
（１）自治会・町内会加入率の低下

・「若い世代」「ひとり暮らしの世帯」「居住年数が浅い世帯」で加入
率が低い傾向

・未加入世帯ほど「地域活動に関心がない」傾向

（２）近所付き合いの希薄化
・特にサラリーマン世帯が多い都市部では、地域にいる時間が少
ないため、近所付き合いの希薄化につながっている傾向

・東京の都市やマンションで特に顕著であり、地方圏の都市では比
較的近隣住民とのつながりを有している例あり

（３）地域活動の担い手不足
・自治会・町内会の役員の高齢化が進んでいる。役割が集中し、
人も固定化する傾向

・自営業者等が減少し、代わりに入ってきた外部の企業等は地域
活動への協力が得にくい傾向

２．自治会・町内会の役割の多様化
（１）支援が必要な住民への対応

・ひとり暮らしの世帯等は近所付き合いが希薄になる傾向
・「孤独死」防止の観点等から、ひとり暮らしの高齢者や災害時の
要援護者等、支援が必要な住民の情報の把握が必要

・個人情報管理方法に課題

（２）防災面の取組への期待
・都市住民の防災に対する意識は高い傾向。「防災力を高める」こ
とについてニーズが高い

・東日本大震災時には、日頃から地域との付き合いがない人は、
災害時の避難方法や避難先を知らないため、うまく避難できな
かったり、避難先で協調できなかったりする場合あり

３．コミュニティを構成する多様な主体
（１）マンションと自治会・町内会の関係

・マンションには既存の自治会・町内会に加入せず、又は退会すると
ころもあり、マンション住民と地域のつながりが構築しにくい

・地域における防災等の取組に、マンション等の住民が個別に参加
できず、結果的に集合住宅が孤立する事例あり

（２）企業等の勤務者や多彩な住民と地域の
関係
・都市部は、住民に多彩な人材が含まれており、また住民以外の企
業等の勤務者も日中活動を展開

・様々な人材を活かすことで、様々な問題に対応する解決策につな
げていくことが可能

（３）新たな地域コミュニティ組織
・自治会・町内会のほか、地域で活動する各種団体・民生委員等が
地域課題を話し合い、解決に向けて取り組む「プラットフォーム」を
形成する事例あり

・プラットフォーム形成により、行政が直接実施してきた事業を地域に
委託する流れも増加

（４）新たなきっかけによる地域との関わり、
つながりの発生
・近所付き合いはしなくても、人とのコミュニケーションを望んでいな
いわけではなく、カフェ等の集いを提供している事例あり

・祭りやイベント等は、地域に関心がなかった住民等が地域と関わり
を持つきっかけにもなる

総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」（座長：河合克義 明治学院大学社会学部教授）は、都市部のコミュニティ
の現状と課題について調査を行い、その結果を以下の9つのポイントに概括している。

（出典）総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」報告書
（平成26年3月）より事務局作成
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郊外”街の高齢化”出典：内閣府「地域の経済2011」補論２
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出典：第30次地方制度調査会第6回専門小委員会（平成24年2月2日）「大都市制度のあり方」関連資料
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